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第 11回エネルギーに関する講演会議事録 

 2024年 9月 3日 

新むつ小川原株式会社 

 

新むつ小川原株式会社主催、経団連共催による第 11 回エネルギーに関する講演会を 9 月 3

日に開催し、約 130名が参加しました。今回は「世界におけるエネルギー需給の展望 ～エ

ネルギー転換リスクの定量評価～」をテーマに、デロイトトーマツコンサルティング合同会

社マネージングディレクター 濵﨑 博 様より講演いただきました。以下はその概要です。 

 

Ⅰ はじめに  

本題に入る前に、デロイトトーマツコンサルティングがどのような業務に携わっているの

か紹介させていただきたい。エネルギーシミュレーションモデルを活用した企業の脱炭素

戦略、投資戦略、将来の水素、電力価格の推計を通じた産業立地戦略などのご支援をさせて

いただいている。最近ではウクライナ問題を発端にエネルギー安全保障を絡めたグローバ

ルシミュレーションの開発も行っている。エネルギー問題において脱炭素は、なかなかエビ

デンスを持って議論することが難しい。我々がシミュレーションモデルを開発することで、

エビデンスをベースにした議論や判断がなされる等、政策議論に貢献していきたい。 

 

◆実績 

・再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会において、「再生可能エ

ネルギーポテンシャル」算出結果を提出。 

・電力広域的運営推進機関に設置された「将来の電力需給シナリオに関する検討会」に委員 

 として参加。将来の電力事業シナリオについての検討やシミュレーション結果等を提供。 

・IEA にシミュレーション結果を提供。 

・中央省庁や自治体、自動車業界やエネルギー業界など、官民へのシミュレーションを利用 

した EBPMi 業務に従事。 

 

◆エネルギー転換についての見通し 

皆様は「化石燃料は一直線に下がっていく」といったイメージをお持ちかもしれない。だが、

実際はそのように進む世界ではなく、転換の見通しも難しい。 脱炭素社会実現の初期段階

では、ガスへの燃料転換が CO2削減へ貢献することも考えられる。 

 

◆気候変動の不透明性が投資判断の先送りを誘発する 

我々が国内・海外のクライアントから聞く限り、ガスやオイル、石炭に関しては投資控えが

生じている。では、再エネ投資が十分に活発かといえばそうでもない。再エネ投資が炭素集
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約型への投資と同等の利益をすぐに生み出さない限り、低炭素およびエネルギー効率技術

への投資を遅らせる要因になるだろう。 

 

Ⅱ エネルギー転換リスク 

エネルギー転換リスクとは、「当初の予想どおりのエネルギー転換が生じなかった」ことを

指す。なぜそのようなことが起きるのか、２点理由を述べたい。 

 

⚫ IEA は 2021 年に 2050 年ネットゼロに向けたロードマップを公表した。本報告書では

排出量ネットゼロ達成を目標としたシナリオであるが、この中で「発電電力量に占める

再生可能エネルギーの割合は 2050 年に 88％に達する」と想定した。今までのエネル

ギーシステムでは、電力の需給を一致させることが重要であったが、太陽光と風力発電

が大部分を占める本シナリオでは、需給一致のためには、蓄電池容量の増加や CCS、

ヒートポンプ、アンモニア混焼や水素製造や系統整備などエネルギー全体を一つのシ

ステムとして考える必要がある。このことが、今までのエネルギーと大きく異なる点で

理解を難しくしている。 

 

⚫ 有事・自然災害時におけるエネルギー価格への影響は不透明であり、予測が難しい。系

統などインフラ整備のコストやレアメタルの安全保障問題についても同様である。併

せて、各国の状況を反映した国別脱炭素社会の予測が必要であるが、水素など新たなエ

ネルギーを評価することは難しい。 

 

Ⅲ 国際視点での水素検討 

今後 GX が進展していく中で、水素やアンモニアといった次世代グリーン燃料の国際的な

輸出入が増加すると予想されているが、「具体的にどの地域で製造するのが最適なのか」「国

際的な流動量はどれくらいか」といった問いに、定量的かつ合理的に回答することは難しい

状況だ。本日は弊社が開発したモデルを用いて、水素について検討したい。 

 

－今回使用したモデル－ 

世界を 30 の主要な国や地域に分け、地域内の電源構成や発電所単位でのデータの他、LNG 

配管敷設状況や次世代技術である水素の情報をインプットした。 

 

◆CO2削減目標 1.5 度達成時の世界観 

・主要国では NDCii 達成 

・2050 年における水素需給は中国が突出している。 

・2050 年における水素輸出国は、豪州やカナダ、アメリカである。これらの国は、CCS や

再エネのポテンシャルが大きいため、水素を安く生産し他国への輸出が可能である。 
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対して主な輸入国は、韓国、日本である。 

・2050 年における電力価格は、グリーン水素輸出国の平均が 12 円に対し、輸入国は 25 円 

である。 

 

◆CO2削減目標 2.7 度（日欧米は NDC 達成と想定）と 1.5 度の世界観の対比 

 

◆水素輸出国の実態 

ここでやや踏み込んだ議論をしたい。我々は「輸入水素が安いので輸入水素にシフトしよう」

と考えがちであるが、輸出国も当然脱炭素化を求められている。だが、輸出国側の実態につ

いてはあまり考慮されていない。そこで、水素輸出国であるカナダと豪州について、本モデ

ルを使用して説明したい。  

・カナダは、2020 年比で発電電力量 3.2 倍、電力価格 1.6 倍が必要である。 

水素を製造し輸出するためには、今より 3 倍作らないといけないこととなるが、付随し 

て電力価格が 1.6 倍となることを国民が受け入れられるかはわからない。 

・豪州は、2020 年比で発電電力量 4 倍、電力価格 1.6 倍が必要である。 

 4 倍の電気をつくるためのインフラの有無が今後の議論になる。併せてカナダ同様、 

 電力価格の上昇について理解が得られるかどうかが論点になる。 

 

◆水素輸入と港湾整備 

水素を 2,000 万トン輸入すると仮定すると、現状港湾で処理している LNG の約 2 倍の体積

が必要となる。既存の石油設備も活用できる MCHiii 等も含めて複数キャリアを組み合わ

せることが必要だろう。 

 2.7℃シナリオ 1.5℃シナリオ 

一次エネルギー供給量 化石燃料が大多数を占める 
化石燃料が大幅に削減さ

れ、再エネや原子力が増加 

最終エネルギー消費量 化石燃料が 1/3 を占める 水素が 1/5 を占める 

水素需給 

1.5℃シナリオに向かうほど水素需要が増加する。産業部門

や運輸部門など、CO２削減が難しい部門で水素利用が 

広がる 

水素需給と水素価格 
日本が突出して水素価格が

高い状態 

水素輸入国が総じて水素価

格が高い状態 

電源構成と電力価格 

欧州のような電力融通が難

しいため、日本が突出して

電力価格が高い状態 

水素輸入国が総じて電力価

格が高い状態 

LNG 予測の例（世界） 
2050 年以降も継続して緩や

かに右肩上がりである 

2050 年までは並行推移に近

いが、それ以降は需要減 
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◆LNG 予測の例（世界） 

化石燃料需要に関しては、多くの人は脱炭素社会において直線的に低下していくと考える

が、実際には、その移行期において需要が増える可能性もある。 

 

Ⅳ 国内視点での水素検討 

弊社が開発したエネルギーシミュレーションモデルを用いて、2050 年カーボンニュートラ

ルの実現について 3 つのシナリオを紹介する。GX では大規模な CCS の可能性を前提とし

て議論されているが、実際に成り立つのか、また水素の安定的な輸入について、その可能性

や影響を説明したい。 

 

－今回使用したモデル－ 

系統情報や再エネ導入可能量の他、人口動態、発電所情報（能力、位置）等、エネルギー転

換に必要なデータはすべてインプットした。なお、原発に関しては現状廃炉以外の全ての発

電所の合計 36 基が稼働、寿命は 60 年に停止期間分を上乗せすると想定している。 

 

シナリオ名 CCS 貯留量 水素輸入量 

1. GX 技術活用シナリオ 2050 年：1.8 億トンを上限 2050 年：上限なし 

2. CCS 限定的シナリオ 2050 年：900 万トンを上限 2050 年：上限なし 

3. CCS/輸入水素限定的 

シナリオ 

2050 年：900 万トンを上限 2050 年：300 万トンを上限 

いずれのシナリオも、CO2削減目標は 2030 年 46%削減（2013 年比）、2050 年カーボンニ

ュートラル達成を前提とする。 

 

◆水素需給 

3 つのシナリオに共通して、将来的に水素は非常に使われる結果になった。中でも CCS 限

定的シナリオは、2050 年における輸入水素量が他のシナリオの 2 倍程度だった。つまり、

水素を輸入し発電所を回す絵姿とも言えよう。もし水素の輸入が滞ってしまえば国内生産

が必要となる。 

 

◆地域別の水素価格（2050 年） 

CCS 貯留量・水素輸入量いずれも限定的であった場合は、水素の国内調達が必要になるた

め水素価格が高止まりする。この結果から、輸入水素が安定的に確保できるか否かは、産業

競争力を左右するため将来的な産業構造に影響を与える。 

 

◆地域別の電力価格（2050 年） 

シナリオ 1 のように、CCS や輸入水素が十分活用されている場合は、各都道府県それほど
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大きな差はない。シナリオ 2、3 と制限が増えていくほど地域差が出てくる。特に三大都市

圏のような再エネ導入量が限定的な地域では、大きな価格差が生じる可能性がある。 

 

◆電源構成（全国） 

CCS が十分活用されている場合、LNG は安定的に残る。シナリオ 2、3 のように CCS や輸

入水素への制限が増えると、不足分の水素をつくるだけの電力を国内再エネで賄う必要が

出てくる。再エネの更なる導入拡大に比例して、蓄電池も導入拡大する。 

またシナリオ 3 では、蓄電池は東京や九州、四国などの太陽光が比較的多く導入されてい

る地域に偏在する結果となった。 

 

◆地域別火力発電所の発電容量及び稼働率 

CCS や輸入水素が十分活用されている場合の稼働率は並行推移に近いが、シナリオ 2、3 の

ように CCS や輸入水素への制限が増えると、右肩下がりになっていく。 

 

◆どこで水素を製造しているか 

輸入水素が限定的となると、再エネが豊富な北海道や九州を中心に水素の地産地消が進む

結果になった。 

 

Ⅴ さらなる論点 ～ ペロブスカイトを例に ～ 

冒頭で、「再エネが大部分を占めるシナリオでは、需給一致のためには蓄電池容量の増加や

CCS、水素製造や系統整備など広域で考える必要がある」と申し上げた。一般的にペロブス

カイトは発電量あたりのコストがネックになるが、エネルギーシステム全体で考えた場合

には選ばれる可能性がある。我々が 1 年間の太陽の軌道や角度をもとにペロブスカイトに

よる壁面発電量を計算したところ、南面においては意外にも夏より冬の発電量が多い結果

になった。また壁面の方角によって発電電力量のピークに差が生じた。今後は、屋上設置の

太陽光発電と壁面のペロブスカイトの併用などを検討する余地がある。 

 

Ⅵ 論点まとめ 

ウクライナ侵略以降、国際的なエネルギー供給に大きな影響が生じ、エネルギー安全保障が

注目を集めるようになった。今後ますます輸入水素の安定確保が重要になるため、水素輸出

国では、再エネポテンシャルがあるとしても下記を検討していく必要がある。 

①  系統整備や水電解装置などのインフラ整備ができるのか。 

②  水素輸出国での電力価格の上昇を水素輸出国の国民に受け入れられるのか。 

③  水素輸入国は、水素を輸入するための十分な港湾整備と船の製造が重要視される。 

もし国際協調が維持できない場合、日本の電力価格は他の国と比して高くなることに 

注意が必要である。国内視点では、輸入水素の国際的な安定調達が維持できない場合、 
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日本の電力価格は他の国と比して高くなることから、本シナリオが CCS 貯留量と輸 

入水素の供給力に左右される点を念頭に置き、需要サイドの柔軟性を検討していくこ 

とが重要である。 

 

【質疑応答】 

Q：ペロブスカイトの発電量が夏よりも冬が高いのは、壁面における太陽光の入射角の違 

いか。 

A：ご質問のとおり入射角によるものである。 

 

Q：蓄電池は、東京や九州など太陽光が比較的多く導入されている地域に偏在していると伺 

った。何が一番ネックになってこのようなシミュレーション結果になったのか、モデル 

分析の印象を伺いたい。 

A：前提条件の設定により影響が変わってくるが、やや楽観的な数値で試算している。シミ 

ュレーションの前提条件の際に述べたように、廃炉が決定していない原発については再 

稼働している想定であるため、最大で 36 基、約 80％の稼働率を前提としている。 

併せて、ガス火力発電の CCS による CO2削減量を 1.8 億ｔ/年と見積もっている。 

 

Q：シミュレーションとはやや別の話かもしれないが、エネルギーの需要側、供給側のチャ 

ンスについて感触を伺いたい。 

A：本日は輸入水素についてお話しした。そもそもなぜ水素を輸入するかといえば、日本国 

  内で水素から鉄や化学製品などをつくるためである。しかし、海外では、「水素を輸出す 

 るのではなく、グリーン鉄として輸出すればよい」と言う方がいる。コスト計算をする 

と、確かにそのような結果になりがちであるが、その状況は日本にとってよいこととは 

言えない。産業競争力を維持しつつ、脱炭素実現を検討する時期に来ている。 

エネルギーを一つのシステムと考えた場合、ペロブスカイト太陽光発電を活用すること 

で系統整備などのシステム全体での費用逓減、需要サイドに注目すればＢＴＭ（Behind  

The Meter）の活用は期待ができる。 

 

Q：シミュレーション時に選定した国数はデータ制約等によるものか。また、ロシアからの 

水素輸入フローについて、資源輸出大国ではあるものの足元の戦争当事国である。モ 

デル上の見立てについて伺いたい。 

A： 本日は世界を 30 の主要な国や地域に分けて需要側のシミュレーション結果を示した 

が、実際のモデル自体は 120 か国程度のデータを入れて 30 に集約している。ロシアに 

ついては、政策的な判断や現状の制約は考慮せず、「世界全体で最もコストが安い」と 

の視点で示した。実際のシミュレーションでは政治的な要素も当然加味して算出して 

いる。 



 7 

 
i Evidence-based Policy makingの略。 

政策立案において、政策目的を明確化し、合理的根拠（エビデンス）に基づいて行うこと 

を指す。 

 
ii NDCとは、Nationally Determined Contributionの略。 

パリ協定では、世界の国々が 5年ごとに温室効果ガスの排出量削減目標として NDCを提 

出することが義務化されている。 

 
iii MCHとは、水素キャリアの一つである。 

トルエンに水素を付加させて作る液体であり、水素ガスと比べると体積当たり 500倍以 

上の水素を含んでいるため、効率よく水素を運ぶことができる。 

 


